
岐阜県におけるオープンデータの取り組みについて
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１ 岐阜県官民データ活用推進計画について
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１－１．官民データ活用推進法による義務付け

官民データ活用推進基本法に基づき、都道府県は、それぞれ「官民データ活用推
進計画」を策定しなければならない。
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１－２．岐阜県官民データ活用推進計画の策定

 2017年度に部局横断的な会議を設置。あわせて各分野の有識者による県民連携会議を
設置し議論。

 2018年度末に計画の骨子を策定。

 2019年７月から８月にかけて、パブリックコメントを実施。

 2019年9月の県議会において報告。

 2019年10月計画を策定し公表。

【策定までの経過】
国の計画や策定手引きが公開されたことを契機に計画策定に向けた議論を開始。



岐阜県官民データ活用推進計画概要版

① 県内オープンデータの広域化・標準化

② リアルタイムデータ／大容量データの提供

官が持つデータの流通を円滑にするため、公開データの「質」と「量」を向上させ、データ提供とデータ活用の好循環を加速化

・県保有データに県内市町村保有データを加え、県内広域データとして、統一形式で県カタログサイトにて公開
（AED設置個所、公共施設一覧、文化財一覧等）
・市町村のみが保有するデータについても、ニーズの高いものを一括して公開（避難所、消防水利施設等）
・併せて、県が保有しているデータの公開数を増加

・民間サービス事業者からのニーズが高い、雨量、水位、道路規制等のリアルタイムデータを提供
・各種のリアルタイムデータを提供するため、システム連携によるデータ提供プラットフォームを構築

・道路台帳や航空測量データなどの大容量データを提供
・大容量データ提供に関する仕組みや技術要件を、民間と協働で調査、研究し、システムを構築

いつでも必要なデータを活用可能に

オープンデータの拡充とデータ提供環境の整備方針

リアルタイムデータの提供

大容量データの提供

県データ・市町村データの水平統合と公開

・岐阜県版官民ラウンドテーブル（県各部局や各市町村と民間企業の直接対話）を開催
・ソフトピアジャパン、NPO等と連携し、企業及び県民のデータニーズを把握
・収集したニーズは、オープンデータの提供に反映

③ 民におけるデータ活用の促進

民ニーズ把握

・データの加工・編集・二次利用を前提とした規格の整備や互換性の確保
・データ提供を前提としたシステム構築時のルールづくり

・県職員や、市町村職員向けデータ活用研修の実施
・データ活用教育の推進

データ活用を支える人づくり・環境づくり

人づくり 環境づくり

2019年度 ～ 2023年度計画期間



＜AED情報提供サービス＞

オープンデータの拡充とデータ提供環境の整備 概要

県 企業・NPO等

活用

県カタログサイト

新サービス
の創出

動的な
情報

リアルタイムデータ提
供プラットフォーム

要望

予算・財政情報

インフラ・設備情報

観光情報

防災情報

公共交通情報

統計情報

地盤情報

＜防災情報提供サービス＞

浸水危険
エリア

避難勧告
エリア

県、市町村が
保有している情報

収集

活用

県民サービ
スの向上

県下全域を網羅した
AED設置マップの提供

公開

公開

〇データの
標準化
機械判読性の
高いファイル形
式に変換

〇県・市町村データの
水平統合
県内広域データとして統

一形式で公開
・AED設置個所
・避難所 等

〇民ニーズの把握
・官民ラウンドテーブルの開催
・ソフトピアジャパン等と連携し
たニーズ把握

現在地から最寄り
のAED設置場所を

検索できるようにな
り、迅速な応急措置
が可能に

大容量データ
提供サイト

公開 活用

〇リアルタイムデータの提供
・河川水位情報
・避難勧告等発令情報 等

〇大容量データの提供
・道路台帳データ
・航空測量データ 等

周辺地域の水利情
報が検索でき、消防
団、自主防災組織、
応援消防職員の緊
急時対応の参考と
なる情報を提供

状況が刻一刻と変
化する災害発生時
に避難の参考となる
最新の情報を提供

大容量
の情報

＜消防水利情報提供サービス
＞

＜図面情報提供サービス＞

運送ルート検討時
の判断材料としての
活用や新規道路開
通時の地図への反
映の迅速化など、道
路利用における利
便性を向上

道路台帳附図や
道路幅員等を提供

県 市町村

県 市町村

県 市町村

県 市町村

市町村

県 市町村

県 市町村

県
リアルタイム/
大容量データ
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１－３．岐阜県官民データ活用推進計画の基本方針・基本施策

• 「オープンデータの拡充とデータ提供環境の整備」を基本方針とし、３つの基本
施策を展開します。
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１－４．基本施策１ 「県内オープンデータの広域化・標準化」

• 県と市町村のデータを水平統合し、共通フォーマットによる広域データとして提供

県の役割として、市町村を支援し、共通フォーマットにて、岐阜県全域のデータとして提供す
ることで、利用価値の高いデータを提供。

岐阜県内42市町村分の避難所・避難場
所データを県でとりまとめ、統一フォーマットと
して民間事業者へ提供。防災アプリにおいて
活用された。

県が主導したことで、市町村の取り組み
も、加速。

・消防水利
・AED設置施設 など

政府CIOポータル 「オープンデータ100」より抜粋 https://cio.go.jp/opendata100
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１－５．基本施策２ 「リアルタイムデータ／大容量データ提供環境の整備」

• センサーなどのリアルタイムデータ、道路台帳附図など容量の大きなデータを提供
する環境を整備

各種システムから得られるデータをリアルタイムで提供するプラットフォームを構築し、データの価値
を維持したまま、提供。
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１－６．基本施策３ 「民におけるデータ活用の促進」

• ニーズを把握する仕組みとして、「岐阜県版官民ラウンドテーブル」を開催

活用方法の提案を通して、直接、ニーズを聞くことで、より利用価値が高いデータへと成長。
データ提供側も、イメージしやすい。



２ 岐阜県におけるオープンデータの取り組み
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２－１．岐阜県のこれまでの取り組み

○～2013FY 「岐阜県オープンデータライブラリ」公開（岐阜の名水、市町村決算など）

○201４FY 関係課によるWG開催。「岐阜県オープンデータサイト（試行版）」５８データセット

○2015.10 「岐阜県オープンデータカタログサイト」公開134データセット

○2016.12 岐阜県電子自治体推進市町村・県連絡協議会に
「GIS・オープンデータ促進部会」設置

○2018.７ 避難所データ作成開始

「岐阜県オープンデータカタログサイト」リニューアル。 ○2019.2
市町村避難所データ公開

「岐阜県官民データ活用推進計画」策定 ○2019.10

公共施設データ作成・公開 ○2019.12

岐阜県はオープンデータ取組自治体１００％として公表された ○2019.12

○2016.12
官民データ活用推進基本法成立

【岐阜県におけるオープンデータの取り組み】
岐阜県では、平成２５年ころオープンデータの取り組みを開始。
県内市町村との連携も踏まえた推進を展開。

オープンデータリーダー育成研修 ○2020.1.21
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２－１．岐阜県のこれまでの取り組み（部会の設置）

【オープンデータ部会設立趣旨】
地方自治体に求められているオープンデータの推進について、市町村と県が情報共有することで、よ
り有効なデータ提供を図ることができる。
オープンデータとしてニーズが高いデータが地理空間情報であることから、「県域統合型ＧＩＳの活
用」と「オープンデータの促進」の両目的を効果的に達成できる「ＧＩＳ・オープンデータ促進部会」を
平成２８年度より設置している。

住民に身近なデータを多く保有する市町村と連携することが必須と考えている。

【GIS・オープンデータ促進部会の設立】
オープンデータの推進機運が盛り上がる中で、県と県内市町村が連携して取り組むことを目
的として、部会を設立。

○県内市町村と連携した全県域データの提供
各市町村が持つデータは各自治体の区域内のみである。市町村が持つデータを集約して全県域に及
ぶデータを掲載する。
・県有施設AEDに加え、市町村有施設のAED設置場所等を集約して提供。
・各市町村の避難所マップなどを集約。

○県内市町村におけるオープンデータ提供の促進
・各市町村がオープンデータを提供するよう働きかけ。
・市町村が取り組むにあたり、県のオープンデータカタログサイトを利用してデータ提供することも検討。
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２－１．岐阜県のこれまでの取り組み（広域データの作成）

【指定緊急避難場所データ等の作成】（2018.7）
部会の活動として、「指定緊急避難場所」及び「指定避難場所」のデータ作成を実施。
位置情報（緯度・経度）を付与するのに、県域統合型GISをフル活用。

【データ作成手順】
①県防災課より提供された指定緊急避難場所等一覧データからデータ作成
・県情報企画課にて公開用元データを作成

②当課より各市町村へ当該データをメールで送付

③市町村における確認、追記作業
・間違いがないか。公表してよい避難所か。対象地域の確認・追記等

ⅰ 平成２９年９月３０日現在の報告データをベースに推奨フォーマットに加工。
・項目、半角・全角、住所表記、自治体コードなど

ⅱ ⅰで作成したデータと国土交通省が公表しているデータを突合し、緯度・経度を付与。
突合できないデータについては、「県域統合型ＧＩＳ」の公共施設データ、アドレスマッチン

グ及び目視にて緯度・経度を付与。

ⅲ ⅱで作成したデータに国土地理院のツールにて標高を付与。



16

２－１．岐阜県のこれまでの取り組み（共通フォーマットによる公開）

【リニューアルと市町村データの公開】（2019.２）
地方公共団体オープンデータパッケージをもとに、「岐阜県オープンデータカタログサイト」をリ
ニューアル。
これに伴い、市町村と連携して作成した「指定緊急避難場所」「指定避難所」のデータを公開。
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２－１．岐阜県のこれまでの取り組み（共通フォーマットによる公開）

共通フォーマットとしてデータを公開。
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２－１．岐阜県のこれまでの取り組み（共通フォーマットによる公開）

各市町村のデータは下記のように表示。

各市町村の公式ホームページからは、カタログサイトの各市町村データのページにリンク。
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２－１．岐阜県のこれまでの取り組み（取組済み１００％へ）

【オープンデータ取組済み自治体１００％達成】
避難所データを広域的に作成、岐阜県オープンデータカタログサイトで公開したことにより、
12月16日付けで、１００％都道府県として公表された。

政府CIOポータル 「地方公共団体におけるオープンデータの取り組み状況」より https://cio.go.jp/policy-opendata
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参考．全国の状況

政府CIOポータル 「地方公共団体におけるオープンデータの取り組み状況」より https://cio.go.jp/policy-opendata
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２－２．岐阜県における今後の展開

＃ データ名

１ AED設置個所一覧

２ 介護サービス事業所一覧

３ 医療機関一覧

４ 文化財一覧

５ 観光施設一覧

６ イベント一覧

７ 公衆無線LANアクセスポイント一覧

８ 公衆トイレ一覧

９ 消防水利一覧

１０ 指定緊急避難場所一覧

１１ 地域・年齢別人口

１２ 公共施設一覧

１３ 子育て施設一覧

１４ オープンデータ一覧

＃ データ名

１ 食品営業許可・届出一覧

２ ボーリング柱状図等

３ 都市計画基礎調査情報

４ 調達情報

５ 標準的なバス情報フォーマット（GTFS-JP）

【オープンデータ広域化の今後の展開】
岐阜県官民データ活用推進計画にもとづき、
推奨データセットや官民ラウンドテーブルで要望のあったデータを中心にデータを拡充。
→様々な分野にまたがるため、自治体内の推進役を担っていただきたい。

取組済

取組済

重点

重点

重点
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ご清聴ありがとうございました。


